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◆◇◆ 新年の挨拶まわり ◆◇◆ 
 

   平成 31年（2019年）1月 8日㈫ と 1月 10日㈭ の両日、西川理事長ほか組合役員は県・市など関 

    係部署へ新年のご挨拶に出向きました。毎年恒例の行事とはいえ、組合活動をご支援いただく関係の 

    皆様への事業報告、御礼等を兼ねるものであり、訪問先の皆様から温かい励ましのお言葉をいただき 

  役員一同、地域の安全・安心を支える責任の大きさに心を新たにしたところです。この場をお借りし、

貴重なお時間を確保していただいた皆様に心より御礼を申し上げます。 
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静岡県消防設備保守点検業協同組合 

組 合 だ よ り 

 
私たち組合員は 

法令遵守を行動指針に 

消防設備の保守点検業務を通じて 

地域社会の安心と安全に貢献します 

保守点検業務は 

再委託禁止の原則を遵守し 

組合員自らが雇用した資格者により 

適正点検を実施します 

● 報告義務者が「点検」を無資格者に行わせると消防法第44条第 1項第 11号の罰則です 

● 違反行為をした法人の代表者や従業員も 30万円以下の罰金又は拘留に処せられます 

組合員     55 社 
常用従業員   592 人 
 
うち消防設備士・消防 
設備点検資格者   388 人 

電気工事士等    172 人 

防火設備検査員   6 6 人 

 

 

   

  

 

   

天野 県経済産業部長                                白石 県危機管理部長代理 

篠原 知事戦略監                                  鈴木 県教委事務局教育部長 

    村田 静岡市消防局消防局長      木村 県中小企業団体中央会専務理事     鵜飼 浜松市消防局消防長 

吉林 副知事             難波 副知事             土屋 副知事 

川勝県知事と「組合だより・第 30号新年号」を囲んで 
 - ふじのくに静岡の安全・安心づくり - 

 
(ＱＲコード) 
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◆◇◆ 第 7回・第 8回理事会報告（組合事務所で開催）◆◇◆ 
 

 第 7回理事会“1年の計は新年（の理事会）にあり！”  平成 31年の“年はじめ”となる第 7回理事会が、1月

8日㈫ 新年挨拶回りの昼時間を利用して全理事出席により開かれました。西川理事長から「新年を迎え、引き続

き共同受注活動の推進を図り業界の確立や業法制定を目指し取り組んでいく」との力強い挨拶の後、今後の組合

活動の方向性や具体的な共同受注拡大の方策等が協議されました。 

 第 8回理事会“堅調な共同受注結果、決算・予算等を審議！”  第 8回理事会（3月 13日㈬）では、事務局が平

成 30年度事業報告・決算見込み、平成 31年度事業計画・予算（案）、役員選任や第 25回通常総会開催（案）等

を説明後、審議に入り堅調な平成 30年度決算見込み、組合活動 25年間の総括となる第 25回通常総会の開催、既

に始まった平成 31年度共同受注活動の調整等のほか、西川理事長からの追加提案 

「消防庁への消防法第 17条の 3の 3に係る取扱確認」を協議した結果、全議案を 

満場一致で承認し閉会となりました。 

 なお、理事会に先立ち、県中小企業団体中央会（県委託事業）から打診を受け 

実施する BCP緊急普及促進事業の研修会が外部講師（石井洋之氏・静岡県 BCP ｺﾝｻ 

ﾙﾃｲﾝｸﾞ協同組合理事）をお招きし実施されました。 
  

◆◇◆ 青年部会の活動報告 ◆◇◆ 
 

理事、青年部会役員との意見交換会 平成 31年 2月 22日㈮ に開催された理事・青年部会役員との意見交換会

では、第 1部「BCP緊急普及促進研修会（外部講師 髙橋義久氏・静岡県 BCP ｺﾝｻﾙﾃｲﾝｸﾞ協同組合理事長）」、第 2

部「意見交換会」及び「県消防学校派遣講師慰労会」が同時開催され、慌ただしくも有意義な時間を共有するこ

とができました。組合役員間の情報共有は、組合活動の基本です。 

第 8回青年部会ｺﾞﾙﾌ大会・組合取組の報告 前夜の雨も上がり少し春めいた 3月 7日㈭ 、親睦と情報交換を目

的とした第 8回青年部会ゴルフ大会（静岡カントリー袋井コース）が開催され、後半の情報交換では組合専務理

事から組合ＨＰ強化案とリーフレット４種類・小冊子 1種類の取組報告が行われました。 

 
 
 
 
 
 

    
 

  
   
   
   
   
   
   
   
   
  

（写真）左上より右へ 
 

萩原県管財課長、細沢県消

防保安課長、木野県教委事

務局財務課長、小野田県教

委事務局高校教育課長、県

雇用推進課、県商工振興課、

県経営支援課、村上静岡市

教委事務局教育施設課長、

内野浜松市学校教育部教育

施設課長、磐田市教委事務

局教育総務課（敬称略及び

一部所属名の略記とさせて

いただきました・前頁同じ） 
   
。  
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11  消消防防庁庁「「点点検検報報告告書書様様式式のの一一部部改改正正（（案案））」」意意見見書書提提出出    ※※  組組合合ＨＨＰＰ参参照照  
    

 印鑑押印の簡素化、記載内容の見直しなど 消防庁は 1月 21日㈪ 、消防用設備等の「点検結果報告書と点

検票様式の一部改正(案）」について意見公募を行うと報道発表しました。期間は、1月 22日㈫ ～2月 2日

㈬ の 1か月間です。下写真は、2月 19日㈫ に静岡県選出の塩谷立衆議院議員及び鈴木消防庁予防課長様等

のご尽力により、当組合の西川理事長が、意見書を塩谷衆議院議員が同席する中、意見書の趣旨等を説明し

ながら消防庁予防課へ提出する様子です（会場は衆議院第二議員会館内）。当組合から西川理事長のほか杉

山副理事長、堀部副理事長、藤田青年部会業務担当委員長等が参加しました。 
 

 組合員（業種、県民等）の声を届ける 当組合が“意見書の持参”に 

拘(こだわ)った理由は、⑴ 消防庁の報道発表後、当組合に寄せられた 

組合員や県内関係者等からの“明確かつ具体的な懸念”、⑵ 提出する 

意見書には当組合員だけでなく県内関係者や保守点検業者等のほか多く 

の県民の声が込められていること、⑶ 県民の声が反映された意見書は 

確実に消防庁へ届けるべきと判断されたこと、⑷ 意見書が消防の共通 

目的（火災予防）に基づくものであることを理解していただくこと等 

です。提出した意見書が、消防庁における様式改正(案) に反映されま 

すことを願ってやみません。 
 
 

22  業業法法のの制制定定、、消消防防法法のの適適用用徹徹底底にに向向けけてて  
    

 適正点検を実施するための事業環境の整備は、当組合が行う共同受注活動の基盤整備につながるものであ

り、ひいては地域の安全・安心の基盤となるものです。業法の制定、適正な業界の確立を目指す取組、消防

法等の適用徹底を確認する取組は、そうした考え方に基づいています。 

平成 30年度第 8回理事会で承認された「消防庁への消防法 17条 3の 3に係る取扱確認」は、消防用設備

等の有資格者の従事に関する取扱いを確認するものであり、組合では長期的な取組と合わせ、現状改善のた

めに必要な取組にもしっかり取り組んでいます。 

平成 30年度後半、産業人材確保緊急対策事業で作成した各種リーフ

レット（組合ＨＰで閲覧できＱＲコードを使えばスマホで簡単接続）に

は、全国初とも言える「消防用設備等保守点検業の業種・職業の魅力紹

介」、業法制定が必要とされる「保守点検業の現場と課題」、「ふじのく

に発 官公需適格組合活動」等も収録されており情報発信力が格段に強

化されました（ブログも開設）。 
 
 

33  産産業業人人材材のの確確保保ににむむけけてて（（県県公公募募事事業業活活用用））  
    

平成 31年 3月 25日㈪ 午前、西川理事長は花井課長（静岡県経済産 

業部雇用推進課）、木村専務理事（静岡県中小企業団体中央会）を訪問 

し、県公募事業である「産業人材確保緊急対策事業」の実施状況や今後

の取組を報告するとともに、産業人材確保を含む組合活動への連携・協

力を要請しました(右写真)。 

組合では、作成したリーフレットの県内行政機関や消防機関、ハロー

ワーク、経済団体や学校等への配布、更には組合ホームページの情報発

信機能を活用した県内外への情報発信等を通じ、産業人材確保を幅広く

呼び掛けていくこととしています。当組合の取組が契機となり、消防用

設備等の保守点検を行う人材確保の取組が産官学民の連携で拡大してい 

くことを期待しています。 

          組組合合員員をを支支援援すするる！！  

 

  特特  集集 

 
 

リーフレットと当組合が収録された全国

先進事例集（全国中小企業団体中央会刊）

を手にした木村専務理事と西川理事長 

花井課長に産業人材確保リーフレット   

を手渡す西川理事長 

 

塩谷衆議院議員立会いのもと消防庁予

防課長に意見書内容を説明し提出する

西川理事長 
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◆◇◆ 平成 30年度後期「共同受注検査（現地確認）」◆◇◆ 
  
 

国（中小企業庁）認定の官公需適格組合である当組合の特色（強味）の一つに、「検査体制の充実」

があります。平成 30年度も、小田巻検査員長以下 6名の検査員が共同受注施設の現場確認を行いま

した。6日間（1月 29日、2月 6日・7日・14日・15日・19日）の検査では、検査員が現場に出向

き、資格者証や有効期間の確認、点検実施機器の適正確認等を行いました。僅か 6日間の検査ですが

点検日時に合わせ現場検査を行うため、検査スケジュール確定までには、組合事務局・共同受注検査

員（6名）・幹事会社・点検組合員が日程の相互調整で約 2か月を要しています。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
 

 

浜松市立竜禅寺小学校：日興電気通信㈱ 浜松市立中川小学校：中部防災工業㈱ 

 

静岡市立城内中学校：セルコ㈱ 

 

静岡市立安東小学校：鈴与技研㈱ 

磐田市立豊田中学校：（有）豊田消防設備 

 

静岡市立清水袖師中学校：㈱富士消防機商会 

 

ふじのくに茶の都ﾐｭｰｼﾞｱﾑ：セルコ㈱ 県立掛川特別支援学校：日興電気通信㈱ 

県立浜松北高校：東海消防技研㈱ 

 

県庁本庁舎（西館等）：鈴与技研㈱ 

他 

 
 

 

 

 
 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
現場検査には 
組合事務局が同行 

第 8回理事会(3/13)に結果報告 

県立清水東高校：㈱富士消防機商会 県立掛川特別支援学校：日興電気通信㈱ 
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 顧問弁護士 吉川友朗 
 静岡法律事務所        
 静岡市葵区馬場町 43-1 
T E L  0 5 4 - 2 5 4 - 3 2 0 5 
F A X  0 5 4 - 2 5 3 - 5 0 0 9    

 

 

 

 ◆◇◆ 組合顧問弁護士兼理事の法律メモ ◆◇◆ 

         ～ 相 続 法 の 改 正  ～ 
  

約４０年ぶりに民法の相続に関する分野が改正されました。 

改正された法律は、改正後に相続が発生した場合に適用されるものですから、こ

れから相続が発生した場合に適用されますので、この点は注意して下さい。 

具体的な改正点を項目に整理しますと、配偶者の居住権、遺産分割、遺言、遺

留分、相続の効力、相続人の貢献に分けることができますが、今回は、遺言につ

いてお話します。 

遺言とは、簡単に言えば、亡くなった人が主に自分の財産について残した意思

表示のことですが、この遺言について、今回の改正では、①自筆証書遺言に添付

する財産目録（相続財産の一覧表）が自筆でなくてもよくなる、②自筆証書遺言

を法務局で保管することができるようになる、③遺贈の目的物が不特定物でも相続開始時の状態で引き渡せ

ばよくなる、④遺言執行者の権限が明確になり、復任が可能になるという４点が重要です。 

まず、上記の①について説明します。自筆証書遺言とは、文字通り、自筆でかかれた遺言のことですが、

従来は、自筆証書遺言はその全てを自筆しなければならなかったのですが、今回の改正で、財産目録につい

ては、自筆でなくてもかまわないことになりました。財産目録の作成は財産が多い場合には、かなりの労力

がかかりますので、財産目録を自筆で作成しなくてもよくなると、遺言の作成がかなり簡略化できます。 

このように財産目録については、自筆でなくてもかまわないということになれば、財産目録については、

預貯金通帳のコピーや（不動産については）登記事項証明書で代替することができます。 

但し、自筆でない別紙を添付する場合には、別紙の全てのページに（両面ある場合には両面にそれぞれ）

署名と押印が必要ですので、注意して下さい。 
 
 

 

        ◆◇◆ 資格者（消防設備士・防火設備検査員等）調査を実施します ◆◇◆ 

  ～  平成 31年 4月末現在  ～ 
 

 共同受注（官公需）に必要な重要書類  静岡県消防設備保守点検業協同組合では、毎年 4月末現在の「組

合員の正規従業員や有資格者等」を全組合員から報告してもらっています。今年の提出期限は、特別法に基

づく 10連休（4/27～5/6）の関係で「平成 31年 4月 15日 ㈪」です。組合事務局へ「総括表」及び「従業員・

免状調べ（様式第 1号）」、「資格者証と健康保険証の写し」を提出願います。これらの書類は、組合が行う共

同受注手続（官公需＝県や市町施設の消防設備保守点検業務）の必要書類として提出します。不鮮明な書類、

不的確な書類は返却され再提出となりますので「鮮明かつ的確な書類」の提出にご協力をお願いします。 
 
 

 

 
 
 

組合事務局から 

組合員の皆様へ 
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当組合は、“官公需（かんこうじゅ）適格組合”です！   
 

・ 官公需適格組合は、国(中小企業庁)が「官公庁等の発注する業務(＝官 

公需)を責任を持ち施工・完遂できる協同組合」と認定した組合。静岡県 

消防設備保守点検業協同組合は平成 13年 11月 16日に認定されました。 

・ 法律（官公需法第 3条）が「国等の契約の相手方として活用するよう配 

慮しなければならない」と努力義務を課す一方、静岡県中小企業者の受注 

機会の増大による地域経済の活性化に関する条例(平成 26年 3月施行)」で 

は官公需適格組合への支援が明記されています。 

>>組合員名簿
会 　 社  　名 代  表  者 住　  　所 電　　　話 会 　 社  　名 代  表  者 住　  　所 電　　　話

 広伸防災㈱ 本社 飯塚　史洋 富士市川成島  0545-63-2178  ㈱北島電設 北島　  実 浜松市東区  053-433-5303

　　　　　　　　沼津支店 鈴木　広昭 沼津市沼北町  055-923-3363  久嶋防災 久嶋　宏之 浜松市中区 080-2662-3019

 鈴与技研㈱ 東部営業所 岩崎　四郎 沼津市大諏訪  055-941-6481  サイトウ防災 斎藤　  至 浜松市中区  053-474-3837

 ニッセー防災㈱ 土谷　直人 裾野市佐野  055-992-5213  坂庭TA 坂庭　民茂 浜松市南区  053-440-7751

 ㈱アオイテレテック 佐野　靖浩 静岡市駿河区  054-286-1256  三興電機㈱ 村串　守啓 浜松市中区  053-436-5111

 ㈱SG防災テクノサービス 杉村　一男 藤枝市田沼  054-637-1260  ㈲季高防災メンテナンス 季高　良夫 浜松市東区  053-435-4308

 ㈱共同設備 高沢　豊秀 静岡市葵区  054-265-9255  鈴木消防設備 鈴木　政則 浜松市東区 090-5118-8048

 近藤設備 近藤　晃弘 静岡市駿河区  054-256-0690  鈴木防災 鈴木　芳武 浜松市中区  053-465-6334

 消防機材山治 福井　隆幸 静岡市葵区  054-247-0779  鈴与技研㈱ 西部営業所 川村　孝祐 掛川市本所  0537-27-2331

 鈴与技研㈱ 本社 　杉山　和幸　 静岡市駿河区  054-281-3311  西遠消防機具㈱ 松井　清海 浜松市浜北区  053-586-4456

 関防災設備 関　貴之進 静岡市清水区  054-351-1557  セルコ㈱ 本社 西川　和宏 浜松市東区  053-463-1341

 セルコ㈱ 静岡支店 橋 詰　　歩 静岡市駿河区  054-288-2210 　　　　　　 掛川営業所 高畠俊太郎 掛川市薗ヶ谷  0537-22-0119

 太平エフ・イー・システム㈱ 平野　和真 静岡市駿河区  054-257-6855    　　　　　磐田営業所 柴 田 　圭 磐田市今之浦  0538-31-8565

 ㈱タピア 湊 　 宏 治 静岡市葵区  054-248-6466 　　　　　　 湖西営業所 藤田　光弘 湖西市吉美  053-575-3119

 日興電気通信㈱ 静岡営業所 奥田　敏光 静岡市駿河区  054-266-6762  ㈱タキボウ 瀧　  雅 也  浜松市中区  053-523-7500

 ㈱日本防災システム 大島　至了 島田市中河町  0547-35-2001  ㈱タナカ総合 田中　誠次 浜松市西区  053-543-9723

 花村消防設備 花村　英樹 静岡市葵区 054-277-3194  中部防災工業㈱ 松坂　直和 浜松市北区  053-438-3081

 ㈱ピーティーエス 坪井　政春 静岡市清水区  054-388-9989  電通システム㈱ 木下　敏彦 浜松市南区  053-441-3911

 平尾設備 平尾　錬平 静岡市清水区 090-8186-6318  東海消防技研㈱ 佐 藤　  誠 浜松市中区  053-463-5601

 ㈱富士消防機商会 荒瀬　敏弘 静岡市清水区  054-366-7034  東海防災㈱ 中村　仁志 浜松市中区  053-474-2627

 ㈱プラステクト 鈴木　　努 静岡市葵区  054-204-1882  ㈲豊田消防設備 金原　克己 磐田市東貝塚  0538-36-0119

 マナブ防火防災メンテナンス 遠藤　　学 静岡市清水区 080-4939-0093  日興電気通信㈱ 本社 堀部　成信 浜松市北区  053-439-1125

 宮﨑サービス 宮﨑　誠二 静岡市葵区 090-6616-4448  ニッコウプロセス㈱ 堀部　莞爾 浜松市北区  053-439-1122

 宮澤電池産業㈱ 宮 澤　　学 静岡市葵区  054-247-1211  ㈱日本防火研究所 市川　智也 浜松市東区  053-461-1373

 明幸電業 鈴木　秀幸 静岡市駿河区  054-256-2878  ㈲袴田防災設備 竹内　宏行 浜松市浜北区  053-587-1373

 アイエムサービス 岩 本　  良 浜松市東区 090-6396-4340  浜松総合防災設備㈱ 伊藤　直人 浜松市中区  053-465-4664

 (同)葵防災工業 井口　慎一 浜松市中区 090-3389-7593  ㈲富士電機浜松 小池　浩司 浜松市東区  053-464-1183

 ㈲石垣防災 石垣　益年 浜松市浜北区  053-587-5699  (同)藤屋設備 岩成　真央 浜松市東区  053-432-6996

 ㈲エイト・エス・イー・エム 町田　和久 掛川市亀の甲  0537-24-0407  防災設備社㈱ 萩内　博志 浜松市東区  053-423-0119

 ㈲遠州消防設備 神谷　正巳 磐田市天竜  0538-34-6574  みゆき防災㈱ 野 末 　 悠 浜松市北区  053-437-5734

 太田防災 太田　済広 浜松市天竜区  053-925-2814  ムラツー 村松　哲也 浜松市中区  053-437-6711

 北沢防災設備㈲ 北澤  浩之 浜松市浜北区  053-586-4100                     理    事   長 西川 和宏   　セルコ株式会社

                  副 理 事 長 杉山 和幸 　　鈴与技研株式会社

>>賛助会員名簿                   副 理 事 長 堀部 莞爾 　　日興電気通信株式会社

会 　 社  　名 代  表  者 住　  　所 電　　　話                     専 務 理 事　 仁科満寿雄     事務局長兼務

 TOA㈱ 静岡営業所 中矢　直樹 静岡市葵区 054-251-5350                   理　  　    事 飯 塚 勝 　　広伸防災株式会社

 能美防災㈱ 静岡支社 高沢　豊秀 静岡市葵区 054-247-3211                   理　 　   　事 吉川 友朗 　　静岡法律事務所

  パナソニック㈱エコソリューショ ンズ社静岡営業所 内藤　孝夫 静岡市葵区 054-261-8618                   監　  　    事 宇式 三郎 　　株式会社アオイテレテック

 ホーチキ㈱ 静岡支社 佛木　貴之 静岡市駿河区 054-202-3811                   監　  　　　事 土谷 直人 　　ニッセー防災株式会社

                 事務局職員 鷲巣 節子  

一口メモ  
   

－ 静岡県内に 39組合 － 
  
 厳しい審査を経て各地域に
誕生した官公需適格組合。平成
29年 10月現在、全国で 781組
合、そのうち静岡県内では 39
組合が活動。市町別では静岡市
に 14組合、沼津市 6 
組合、浜松市 5組合 
などです。 


